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ふ
ー
ん
、
そ
う
な
ん�

　
　
　
　
だ
ぁ
ー
。�

　
予
算
の
こ
と
は
、
分
か
ら
な
い�

こ
と
や
知
ら
な
い
こ
と
も
あ
る
け�

ど
、
僕
た
ち
も
し
っ
か
り
勉
強
し�

な
く
て
は
い
け
な
い
ね
。�

�
�　

　
　
　
　
じ
ゃ
、
15
年
度
に
行�

　
　
　
　
う
予
定
の
主
な
新
し
い�

　
　
　
　
事
業
を
あ
げ
て
み
よ
う
。�

　
瓶
岩
地
区
の
テ
レ
ビ
難
視
聴
対�

策
事
業
、
後
免
野
田
小
学
校
放
課�

後
児
童
施
設
改
築
事
業
、
十
市
保�

育
所
施
設
整
備
事
業
、
片
山
多
目�

的
運
動
広
場
整
備
事
業
、
植
田
団�

地
造
成
工
事
負
担
金
、
改
良
住
宅�

改
善
事
業
、
大
湊
小
学
校
・
鳶
ケ�

池
中
学
校
校
舎
大
規
模
改
造
耐
震�

補
強
事
業
、
国
体
地
区
協
力
会
の�

地
域
活
動
の
経
験
と
特
徴
を
活
か�

し
た
自
主
的
な
取
り
組
み
の
育
成�

補
助
と
し
て
自
治
活
動
団
体
補
助�

金
、
医
療
費
助
成
を
満
２
歳
児
ま�

で
拡
大
し
た
幼
児
医
療
費
な
ど
が�

あ
る
け
ど
、
そ
の
ほ
か
に
も
い
ろ�

ん
な
事
業
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
に�

な
っ
て
い
る
か
ら
、
上
の
南
国
市�

総
合
計
画
に
添
っ
て
一
緒
に
見
て�

い
こ
う
よ
。�

　
予
算
の
こ
と
で
知
り
た
い
こ
と�

や
分
か
ら
な
い
こ
と
は
、
財
政
課�

（
�
８
８
０
・
６
５
５
２
）
に
問�

い
合
わ
せ
る
と
い
い
よ
。�

項　　　　目　　　　　　  事業費（万円）� 項　　　　目　　　　　　  事業費（万円）�

トヨアキ� ジロー�

������

土
地
対
策
課
を
新
設

基
幹
型�

　
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置

国
体
推
進
室
を
廃
止ま

ち
づ
く
り
係
を
廃
止

都
市
整
備
係
を
増
員

市
町
村
合
併
担
当
対
策�

　
監
を
廃
止
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�
市
内
の
地
籍
調
査
・
国
土
調
査
業
務
を
本
格
的
に
推
進
す
る
た
め
、�

　
土
地
対
策
課
を
新
設

土
地
対
策
課
を
新
設
し
ま
し
た
。�

�
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
内
に
高
齢
者
の
在
宅
介
護
等
に
関
す
る
保
健
、�

　
福
祉
、
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
総
合
的
に
調
整
し
、
併
せ
て
地
域
型�

　
支
援
セ
ン
タ
ー
や
介
護
サ
ー
ビ
ス
機
関
の
指
導
支
援
を
行
う
基
幹
型

基
幹
型�

　
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置

　
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
ま
し
た
。�

�
国
体
終
了
に
よ
り
、
国
体
推
進
室
を
廃
止

国
体
推
進
室
を
廃
止
し
ま
し
た
。�

�
後
免
町
再
開
発
事
業
の
中
止
に
伴
い
、
ま
ち
づ
く
り
係
を
廃
止

ま
ち
づ
く
り
係
を
廃
止
し
、�

　
街
路
事
業
を
推
進
す
る
た
め
都
市
整
備
係
を
増
員

都
市
整
備
係
を
増
員
し
ま
し
た
。�

�
単
独
自
立
や
む
な
し
の
状
況
で
あ
る
た
め
、
市
町
村
合
併
担
当
対
策

市
町
村
合
併
担
当
対
策�

　
監
を
廃
止

　
監
を
廃
止
し
ま
し
た
。�

★
課
長
１
名
、
課
長
補
佐
へ
の
昇
格�

　
２
名
中
２
名
に
女
子
職
員
を
登
用�

　
し
、
男
女
共
同
参
画
社
会
実
現
に�

　
向
け
て
の
取
り
組
み
を
推
進
し
ま�

　
し
た
。�

�

　
一
　
般
　
　
　
　
54
名�

�

技
　
師
　
等
　
　
　
10
名�

�

保
　
育
　
士
　
　
　
23
名�

�

調
　
理
　
師
　
　
　�

　
（
保
育
・
学
校
・
幼
稚
園
）�

　
消
　
防
　
士
　
　
　
36
名�

�

保
　
健
　
師
　
　
　
2
名�

16
名�

　市民が安心して住める、安全な住宅・まちづ�
くりをめざして、４月から南国市住宅防災計画�
が始まりましたが、今回は、今年度の計画およ�
び内容についてお知らせします。�

密集住宅市街地�
耐震安全性調査�

※お問い合わせは、住宅課建築係（�８８０ー６５５８）まで�

　地域の防災について、みんなで地域の現状�
を点検したり、ワークショップを開催してハ�
ザードマップなどを防災組織の皆さんと一緒�
に作成して、地域のまちづくりや地震防災の�
資料として活用します。�

　市内全域の一般住宅（昭和56年建築基準法�
改正以前の木造専用・併用住宅）を対象に、�
５年計画で行います。�

　木造住宅の耐震診断を行うもので、国・県・�
市から調査に要する補助金がでますが、自己�
負担（約3,000円程度）が必要です。�

　市民が安心して住宅の耐震補強・改修工事�
の相談や工事の注文ができる耐震診断士や施�
行業者で耐震工事の応援隊です。�

耐震診断士養成�

自主防災組織�
協 議 �

耐震改修に関する
市 民 意 向 調 査 �

なんこく住宅改援隊
研 修 会 ・ 育 成 �

木 造 住 宅 �
耐 震 調 査 �

３
月�

２
月�

１
月�

12
月�

11
月�

10
月�

９
月�

８
月�

７
月�

６
月�

５
月�

４
月�

簡易耐震性調査�


